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研究成果の概要（和文）：日本企業では一般的に、当初予算を期中に修正している。本研究の主たる目的はその
効果を分析する前提として、日本企業の予算修正に影響を与える要因を明らかにすることである。
サーベイ研究による分析の結果、本研究の主たる発見は以下のとおりである。第1に、予算の外部報告目的の程
度が高い企業ほど、予算修正の柔軟性が高い傾向にある。第2に、予算と報酬のリンクが高い企業ほど、予算修
正の柔軟性が低い傾向にある。第3に、中期経営計画と予算管理のリンクが高い企業ほど、予算修正の柔軟性が
高い傾向にある。

研究成果の概要（英文）：Japanese companies generally revise their initial budgets during the period.
 The main objective of this study is to identify the factors that influence budget revisions by 
Japanese companies as a premise for analyzing its effecs.
As a result of the survey research analysis, the main findings of this study are as follows. First, 
companies with a higher degree of external reporting purposes of their budgets tend to have more 
flexibility in budget revisions. Second, companies with a higher degree of linkage between budget 
and rewards tend to have less flexibility in revising their budgets. Third, companies with a higher 
degree of linkage between middle-term management plans and budgeting tend to have more flexibility 
in revising their budgets.

研究分野： 会計学

キーワード： 管理会計　予算管理　マネジメント・コントロール・システム　予算修正
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果の学術的意義は、先行研究では必ずしも明らかになっていなかった、日本企業の予算修正に影響を与
える要因を実証的に示したことである。特に、予算の外部報告目的と中期経営計画と予算管理のリンクの影響を
明らかにしたことには独自性がある。
本研究成果の社会的意義は、日本企業の実務において、予算修正がなぜ、どのように行われているかを理解でき
るので、予算修正の妥当性や効果を検討できるようになることである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
研究開始当初、予算管理において予算修正の負の影響を示唆する研究が増えてきていた。たと

えば、Arnold and Artz（2015）はドイツの企業に対する質問票調査の結果とアーカイバル・デ
ータに基づき分析を行い、目標値の柔軟性が高いことは企業の財務業績に負の影響を示すこと
を明らかにした。Sponem and Lambert（2016）はフランスの企業を対象とするサーベイ研究
を実施して、予算管理を 5 つに類型化し、予算の修正や予測の見直しをそれほど行わない「イン
タラクティブ予算」という類型において最も予算管理に対する満足度が高いことを示した。わが
国の研究でも、堀井（2015）は質的研究と量的研究の両方を用いて、新製品開発期間の短い日本
企業では、予算目標の固定化が製品イノベーションに正の影響を与えることなどを明らかにし
ていた。 
しかし、予算修正は世界中の企業で多く実施されており、特に日本企業では一般的である。具

体的には、東証一部上場企業を対象とした横田ほか（2013）の郵送質問票調査の結果によると、
日本企業の 8 割以上が当初予算を期中に修正している。そのため、予算修正に全く効果がない
とは考えにくい。この点、先行研究には以下の 2 つの限界があると考えた。 
 まず、予算修正の詳細なプロセスが必ずしも明らかになっていない。予算修正を単に年度内で
予算を修正するか否かではなく、各企業の実態に応じて、どのような場合・時期に修正を行い、
修正に関与する主体と修正方法を明確にすることで、効果があるか否かの判断が変わる可能性
がある。つぎに、予算管理には計画目的、コミュニケーション目的、業績評価目的といった複数
の目的に対する効果が期待されているが（横田ほか 2013）、先行研究ではこのような目的に応
じて、予算修正の効果を分析したものはほとんどない。企業は複数の目的で予算修正を行ってい
ると推測できるため、複数の効果を想定する必要がある。 
これらの研究開始当初に考えた先行研究の限界は、後述する、予算修正に影響を与える要因を

明らかにするという、本研究の主な目的につながっている。 
 
２．研究の目的 
 本研究の当初の目的は、日本企業における予算修正の効果を明らかにすることであった。しか
し、前述の研究開始当初の背景を踏まえ、その効果を明らかにするという当初の目的だけでなく、
予算修正の効果を分析する前提として、予算修正に影響を与える要因を明らかにする必要があ
ると考えた。したがって、本研究の最終的な目的は、日本企業における予算修正に影響を与える
要因を明らかにすることになった。 
 
３．研究の方法 
(1) 日本企業における予算修正の効果や影響を与える要因を分析するための重要な構成概念の
明確化と妥当な測定尺度の開発を含む、分析フレームワークを構築するため、文献調査を実施し
た。調査対象とした文献は、Accounting, Organizations and SocietyやManagement Accounting 
Research、『原価計算研究』、『管理会計学』、『企業会計』などの会計研究の主要ジャーナル、お
よび Academy of Management Journal や Organization Science、『組織科学』などの経営学研
究の主要ジャーナルに掲載された論文のうち、予算管理や予算修正に関連するキーワードを含
むものである。 
 
(2) 研究開始当初は質的研究と量的研究を組み合わせた混合研究法を行う予定であった。しか
し、コロナ禍の影響でフィールド研究が予定通りに進まなかったこと、前述の文献調査による分
析フレームワークの構築により、サーベイ研究単独でも多くの研究成果を出せる目処が立った
ことから、量的研究を主たる研究方法とした。ただし、日本企業 2 社に対し、予算修正の効果と
影響を与える要因に関するインタビュー調査を実施しており、その成果は分析フレームワーク
の構築に役立てている。 
量的研究について、具体的には、まず、研究者代表者が過去に実施した郵送質問票調査（東証

一部上場企業対象）の結果を用いて、共同研究として、予算期間と予算修正の方法が企業の財務
業績に与える影響を分析するサーベイ研究を行った。つぎに、2018 年度に研究代表者が中心と
なって実施した郵送質問票調査（東証一部上場企業対象）の結果を用いて、予算管理の目的、予
算管理の特徴、予算管理以外のマネジメント・コントロール・ツールとのリンクの程度に焦点を
当て、日本企業における予算修正に影響を与える要因を分析するサーベイ研究を行った。後者の
サーベイ研究が、本研究の中心となるものである。 
 
(3) 文献調査と前述のサーベイ研究の結果により、予算管理の外部報告目的が予算修正に影響
を与える要因として重要であることが示された。そのため、この外部報告目的とも関連する、日
本企業の予算管理と業績予想の関係について、2021 年度に研究代表者もメンバーである調査チ
ームが共同研究として実施した質問票調査（東証一部上場企業対象）を用いた別のサーベイ研究
も行った。 



 
４．研究成果 
(1) 文献調査の結果、予算修正に関連する概念として、脱予算経営が重要であることが明らか
になった。この脱予算経営に関する文献レビューを 2021 年度に雑誌『企業会計』に掲載した。
レビューによる特に重要な発見は、脱予算経営の実行に正の影響を与えるマネジメント・コント
ロールの要素として、分権化と資源配分の柔軟性が明らかになったことである。 
また、文献調査により、中期経営計画などの予算管理以外のマネジメント・コントロール・ツ

ールとのリンクの程度が予算修正に影響を与える可能性を示した。この点、間接的に関連する研
究成果であるが、共同研究として、予算修正とも関連する、中期経営計画の「更新方法」などの
要素について、高業績を生み出している中期経営計画のコンフィギュレーションを明らかにし
た。具体的には、質的比較分析（QCA）を行った結果、中期経営計画の要素について、高業績を
生み出している 6 つのコンフィギュレーションを示した。この成果は 2020 年度に雑誌『原価計
算研究』（共著、査読あり）に掲載した。 
さらに、文献調査により、予算管理の特徴が予算修正に影響を与える可能性を示した。これも

間接的に関連する研究成果であるが、共同研究として、予算修正とも関連する、「予算厳守」と
いう予算管理の特徴（予算文化）などが利益目標のラチェッティングに与える影響を明らかにし
た。具体的には、第 1 に、予算厳守の程度が強い企業ほど、ラチェット効果を緩和するためのコ
ミットメントの程度が強くなっていた。第 2 に、目標の難しさの程度が強い企業ほど、コミット
メントの程度が弱くなっていた。第 3 に、経営陣の注意の程度が強い企業ほど、コミットメント
の程度が弱くなっていた。この成果は 2020 年度に雑誌『管理会計学』（共著、査読あり）に掲載
した。 
最後に、本研究では量的研究を主たる研究方法としたが、文献調査の対象には質的研究も多数

存在した。その中で管理会計の質的研究では質的データ分析（QDA）を行っている論文が増え
てきていた。そこで、間接的に関連する研究成果であるが、共同研究として、管理会計研究にお
ける QDA の実態を文献分析により明らかにした。結果として、管理会計研究における QDA で
用いられている質的データ、理論的基盤、結果の開示方法が明らかになった。この成果は 2022
年度に雑誌『原価計算研究』（共著、査読あり）に掲載した。 
 
(2) 研究者代表者が過去に実施した郵送質問票調査の結果を用いて、共同研究として、予算期
間と予算修正の方法が企業の財務業績に与える影響を分析するサーベイ研究の結果は次のとお
りであった。第 1 に、短い予算期間は ROA で示される財務業績に正の影響を与える一方、予算
修正の方法の違いは直接的には影響を与えない。第 2 に、予算期間が短い場合、予算を修正しな
いことが財務業績に正の影響を与える。この成果は 2018 年度に雑誌『原価計算研究』（共著、
査読あり）に掲載した。 
この研究成果により、日本企業でも必ずしも予算修正には効果がないことが示唆された。しか

し、本研究には予算修正の効果を分析する前提となる、予算修正に影響を与える要因を明らかに
していないという限界もあった。 
 
(3) 2018 年度に研究代表者が中心となって実施した郵送質問票調査の結果を用いて、日本企業
における予算修正に影響を与える要因を分析するサーベイ研究の結果は次のとおりであった。
本研究の最終的な目的は、日本企業における予算修正に影響を与える要因を明らかにすること
であるため、以下が最も主要な研究成果である。 
第 1 に、予算管理の目的について、予算の外部報告目的を重視している企業ほど、予算修正の

柔軟性が高い傾向がある。第 2 に、予算管理の特徴について、予算と報酬とのリンクが強い企業
ほど、予算修正の柔軟性が低い傾向がある。第 3 に、予算管理以外のマネジメント・コントロー
ル・ツールとのリンクの程度について、中期経営計画と予算管理とのリンクが強い企業ほど、予
算修正の柔軟性が高い傾向があった。 

3 つの発見のうち、特に、先行研究で分析されてこなかった、予算の外部報告目的と中期経営
計画という他のマネジメント・コントロールとのリンクの程度に注目し、その影響を明らかにし
たことは、予算管理や予算修正の学術研究として独自性が高く、社会的意義も高いと考えられる。 
この成果は 2022 年度に日本管理会計学会の学会発表として報告した。 

 
(4) 予算の外部報告目的とも関連する、予算管理と業績予想の関係について、2021 年度に共同
研究として実施した質問票調査を用いた別のサーベイ研究の研究成果は、2022 年度に雑誌『企
業会計』に連載として掲載した。予算の外部報告目的に関する主な結果は次のとおりであった。
第 1 に、予算管理の目的として最も重視度が高かったのは、「公表する業績予想の基礎資料」で
あった。第 2 に、｢外部のステークホルダーとのコミュニケーション」という予算管理の目的の
重視度の平均値は、業績予想を開示する際、中立的な業績予想を好む企業のほうが、保守的な業
績予想を好む企業よりも明らかに高かった。 
 この予算の外部報告目的の重視度が高く、日本企業が業績予想を開示する際の考え方に影響
を与えるという結果は、日本企業における予算修正に影響を与える要因として、業績予想の特徴
も重要になる可能性を示唆していると考えることもできる。 
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